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平成22年2月8日
阪神港国際コンテナ戦略港湾促進協議会
我が国が、台頭するアジアや世界を凌ぐ競争力を保つためには、国の発展を牽引する産業とそれを支える国際コンテナ戦略港湾が不可欠である。
本協議会は、地勢的、経済的に首都圏と関西圏が安定的な国家の牽引力を生み出す地域として機能することが日本の成長戦略として必要であるとの認識の下、国際コンテナ戦略港湾の選定に際しては、大阪湾地域の総意として以下のとおり提案するとともに、国において行うべき施策展開を強く要望する。

１．わが国には、２つの国際ハブ港が必要。

東西に長い地形特性を踏まえた物流の効率性から、また、阪神港が経済大国一国に匹敵する西日本経済や大阪湾岸に集積する次世代・先端産業を支えていく必要があることから、さらには大規模災害等へのリスク管理、国民生活の安定からも、わが国には２つの国際ハブ港が必要である。
２．西日本における国際ハブ港として、国際物流機能の高い優位性を持つ阪神港を選定することを提案。

国内第２位の国際基幹航路とそれにつながる西日本における内航フィーダー網が充実している阪神港は西日本で最も充実した外貿コンテナターミナルが集積している。また、このように国際物流機能の高い優位性を持つ阪神港は、成長著しいアジアとの経済的な結びつきが深く、西日本における国際ハブ港として、国際コンテナ戦略港湾に選定されたい。
　　
３．早急に西日本の貨物集約に対する施策展開が必要。

阪神港の港湾コストの削減が図られるよう、国が阪神港に集中的に投資を行うべきであり、埠頭公社の民営化支援など、柔軟な港湾経営の仕組みづくりの推進や、特に海外トランシップに対抗できる内航フィーダーの仕組みづくりに対する施策展開を早急に行うことを要望する。
また、ミッシングリンクの解消による高速道路網の強化・充実や、大阪湾地域への次世代産業の立地促進についても支援を図ることを要望する。
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